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第２回日タイ鉄道ワークショップの開催
2026年１月19日

運輸総合研究所アセアン・インド地域事務所（AIRO）は、
タイ王国運輸省鉄道局（DRT）と共催で「鉄道分野における
脱炭素化の推進」をテーマに、第２回日タイ鉄道ワークショッ
プを開催した。

■ワークショップの背景と目的
バンコクでは、都市鉄道の既開業路線延伸や新線事業が次々

と計画されている一方で、鉄道に関する様々な課題を抱えてい
る。このような背景を踏まえ、AIROはDRTと協力し、日タ
イの鉄道行政機関および鉄道事業者などの関係者で広く知見を
共有するワークショップを開催している。第２回となる今回の
ワークショップでは、「鉄道分野における脱炭素化の推進」を
テーマとして、日タイ双方の取組などを紹介するとともに、
今後に向けた意見交換を行った。

■ワークショップの概要
開催日時	 2026年１月19日	13：30〜16：55（タイ時間）
		  15：30〜18：55（日本時間）
会場	 タイ王国運輸省鉄道局会議室・オンライン
テーマ	 鉄道の脱炭素
参加者数	 会場22名、オンライン193名

1．開会挨拶
奥田 哲也　運輸総合研究所 専務理事・AIRO所長【共同議長】
・本ワークショップは、運輸総合研究所とDRTが、鉄道分野

の共通課題について、実務レベルで継続的に議論する枠組
みとして開催するものである。

・第２回となる今回は、気候変動への対応およびカーボン

ニュートラル実現を背景とした「鉄
道の脱炭素」を主要テーマとする。

・政策、技術、制度、事業の各側面か
ら、日タイ双方の取組および知見を
共有し、今後の実践的な協力につな
げることを目的とする。

・本日の議論が、鉄道分野における脱
炭素化を着実に推進するための具体的かつ実践的な示唆をも
たらすことを期待する。

2．来賓開会挨拶
アーコム・トゥームピッタヤーパイシット　
� タイ王国 元財務大臣・元運輸大臣
・鉄道分野の脱炭素化は、気候変動対応

の観点からも、時代の要請に合致した
重要なテーマである。

・タイは、気候変動課題への対応と併
せ、鉄道の利便性・速度・安全性の向
上を目的として、国内外に鉄道網の拡
大を進めるとともに、2050年カーボ
ンニュートラルおよび温室効果ガス（GHG）ネットゼロの達
成を目指している。

・その実現には、国内外の技術やノウハウの導入が不可欠で
あり、日本の脱炭素戦略や水素技術等を学ぶことができる
本ワークショップは、極めて意義深いものである。

・本ワークショップを通じた知識共有と協力関係の深化が、
持続可能で環境に優しいタイの鉄道・運輸システムの発展
につながることを期待する。
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3．基調講演
（１）「鉄道分野の脱炭素化戦略」
小林 信之　国土交通省鉄道局国際課 課長（オンライン参加）
・日本の鉄道は、2030年代にCO2排出

量の大幅削減（2013年度比▲ 46％
程度）を図り、2050年カーボンニュー
トラル実現を目標としている。

・電化区間では、省エネ車両の導入や回
生電力の活用を推進している。

・非電化区間においては、蓄電池車両、
水素燃料電池車、非化石燃料の導入など、多様な脱炭素技
術を展開している。

・国土交通省は、鉄道分野におけるカーボンニュートラル加
速化検討会で取りまとめた、「鉄道事業そのものの脱炭素化」

「鉄道アセットを活用した脱炭素化」「鉄道利用を通じた脱
炭素化」の三つの柱で施策を整理している。

・GX投資の推進、税制等の制度整備、車両の技術基準の標準
化等を中心に、官民連携による脱炭素化の取組を推進して
いる。日本の鉄道の64%を占める電化区間では省エネ車両
や回生電力の活用、非電化区間では蓄電池車両・水素燃料
電池車・非化石燃料の導入など、多様な脱炭素技術を展開
している。

（２）「鉄道分野の脱炭素化戦略」
アティプー・チットラヌクロ　タイ王国運輸省鉄道局（DRT）　次長
・タイは、2030年までに温室効果ガス
（GHG）排 出 量 を 約 40％ 削 減 し、
2050年の脱炭素化および2065年の
ネットゼロ達成を長期目標としている。

・運 輸 部 門 で は、2030 年 ま で に 約
46MtCO2e の GHG 削減を目指し、
電化の推進、エネルギー効率化、都
市・広域鉄道整備を柱とした対策を展開している。

・複線化やM-MAP（マスタープラン）等の鉄道投資を通じ、
大量輸送・モーダルシフトの促進による排出削減を推進し

国土交通省のカーボンニュートラルに向けた三つの柱（小林課長の講演資料）

4-2. Strategy and Policy Measures

 By 2050,
• Achieve carbon-neutral railway.
• Lead the transport sector in environmental sustainability.
• Support a carbon-neutral society as essential and familiar

transportation infrastructure.

  Toward this goal, in the 2030s, aim to reduce CO₂ emissions
in the railway sector by 46% compared to FY 2013.

Decarbonization 
through Rail Use

Decarbonization 
of Railway 

Operation Itself 
(Rolling Stock, etc.)

Decarbonization 
Utilizing Railway 

Assets
(Station, Depot, etc.)

Strategy toward Railway CN (three pillars)

ている。
・2023〜2037年の行動計画に基づき、バイオ燃料導入、

排出規制、運賃政策、低炭素資材、冷媒転換、太陽光発電、
カーボンプライシング等を体系的に実施している。

・車両およびインフラ両面の取組により、年間約689万トンの
GHG削減を見込み、持続可能な鉄道システムの構築を図る。

4．ケーススタディ
（１）�「日本の鉄道分野における水素の利活用と日本における水

素サプライチェーン」
小林 渉　運輸総合研究所 研究員
・水素利用および水素サプライチェーン構

築は、運輸部門の脱炭素化、特に非電
化区間の排出削減において重要である。

・JR東日本の水素ハイブリッド試験車
両「HYBARI」は、水素列車の技術的
可能性を示す好例である。

・一方、燃料供給インフラの未整備や需
要規模の不足は、水素列車の本格的な社会実装に向けた
課題である。

・当研究所の「交通分野における水素の利活用に関する調査
研究」（2023～2024年度）の成果より、鉄道と道路交通
が連携し、水素ステーションを共用するマルチモーダル型モ
デルは、需要創出およびコスト低減の観点から有効である。

・マルチモーダルなインフラ共用、地域特性を踏まえた水素
供給体制の構築に加え、技術開発、基準・制度整備、人材
育成および行動変容の促進が今後の課題である。

鉄道部門における温室効果ガス削減アクションプラン（アティプー次長の講演資料）

Action Plan for Reducing GHG Emissions and Air Pollution in the Rail Transport Sector

Summary of Action Plan (2023–2037)

Thailand reaffirms its commitment to the Paris Agreement and aims to achieve Carbon Neutrality 
by 2065.Under the National Strategy (2023–2037), the plan emphasizes the development of logistics 
infrastructure, with a target to increase the share of rail freight transport to at least 7% during 
2023–2027

Objective

KPI

Measures

Long-Term 
Vision

To reduce greenhouse gas emissions in the rail transport sector

Reduction in greenhouse gas emissions from the rail transport sector

• Support the rail transport sector in contributing to the Net Zero Greenhouse Gas Emissions by 2065
• Establish an implementation framework for reducing greenhouse gas emissions in the rail transport 

sector, including indicators for monitoring and evaluation
• Propose appropriate mitigation measures for relevant agencies in the rail transport sector to effectively 

reduce greenhouse gas emissions

Adopt policies and incentives to create a sustainable, low-emission, and modern rail transport 
system.

交通分野における水素の利活用に関する調査研究の概要（小林研究員の講演資料）

• To accelerate the widespread adoption of hydrogen in Japan’s transportation sector, a comprehensive 
assessment of its current use across the entire sector will be carried out. This assessment will also identify 
highly-feasible models that take into consideration development of a hydrogen supply chain.

• Present a feasible and predictable model for social implementation of hydrogen, taking into account the 
potential for efficiently maintaining and operating a hydrogen supply infrastructure through intermodal and 
cross-sector collaboration within the transportation sector.

• Consolidate issues to be addressed so as to realize a socially-implementable model and discuss how to 
solutions will be directed.
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Storage Hydrogen Train
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Multimodal 
Hydrogen 
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Proposed model for rail + on-road linkage

Objective

Overview
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（２）�「JR西日本グループゼロカーボン2050/鉄道分野にお
けるカーボンニュートラル燃料の活用」

千田 誠　�西日本旅客鉄道株式会社鉄道本部	  
イノベーション本部環境保護・GX推進室 室長

・「JR 西日本グループゼロカーボン
2050」に お い て、2030 年 度 に
CO2 排出量を 2013 年度比 50％削
減、2050 年の CO2 排出量実質ゼロ
を目標に設定している。

・脱炭素施策は、「新技術による環境イ
ノベーション」「省エネルギーの推進」

「地域と連携した脱炭素」の三本柱で推進する方針である。
・JR西日本の在来線のうち約37％が非電化区間であり、同

区間における脱炭素化への対応が課題である。
・非電化区間では、当面はバイオ燃料導入を進めつつ、将来

的な水素燃料電池車両の可能性について検討を行っている
段階である。

・バイオディーゼル燃料は、2022〜2024年度の実証試験
を経て、2025年11月から岡山県周辺の非電化路線で実
用化を開始し、今後はコスト面の課題を踏まえつつ拡大を
検討している。

（３）「モーダルシフトに向けた運賃政策の活用」
ドゥアンチャイ・ウォンラック　
� タイ王国運輸省鉄道局（DRT） 
� 輸送技術担当オフィサー
・鉄道へのモーダルシフト促進を目的と

して、①PM2.5対策としての都市鉄
道・路線バスの運賃無料化、②片道上
限 20 バーツの一律運賃、③１日 40
バーツ定額運賃の三つの運賃インセンティブ施策を実施し
ている。

・①運賃無料化は2025年１月25日〜31日に実施され、都

「交通分野における水素の利活用に関する調
査研究」の活動内容・成果は運輸総合研究所
のWEBページでご覧いただけます。
https://www.jttri.or.jp/research/safety/sustainability_hydrogen.html

JR西日本グループ ゼロカーボン2050（千田室長の講演資料）

JR-West Group Zero Carbon 2050

市鉄道利用者は39.62％増加し、自家用車利用は高速道路
で0.48％、一般道で10.04％減少した。

・②20バーツ政策では、レッドラインで95.36％、パープルラ
インで21.16％の利用増を記録した。同政策により、収益
は路線別に増減が生じたものの、公共交通利用促進という
観点では一定の効果を確認できた。

・③40バーツ定額運賃およびEMV（ICチップ搭載）カード
決済の導入により、利用者数や非接触決済利用が増加し、需
要分析や将来の運賃政策検討に資するデータが取得できた。

（４）「タイ鉄道セクターにおける炭素クレジット取引の促進」
パナパット・ソムワン　�タイ王国運輸省鉄道局（DRT）　	  

鉄道インフラ・ライセンス規制グループチーフ
・タイ鉄道分野におけるカーボンクレジッ

ト取引促進に向け、T-VER（Thailand 
Voluntary Emission Reduction 
Program）制度を活用した取組を実
施している。

・カーボンクレジットの算定は、TGO
（Thai land Greenhouse Gas 
Management Organization）の認証基準に基づき実施し
ている。

・鉄道が存在しない場合の交通手段をベースラインとし、現
地調査データに基づくCO2削減量の算定を行っている。

・イエローラインおよびピンクラインを事例に、７年間でそ
れぞれ約25万トン、約16万トンのCO2 削減効果を確認
した。

20バーツ政策の実施効果（ドゥアンチャイオフィサーの講演資料）
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Implementation Results of             Baht Flat-Fare Measure
Data comparing average ridership before and during the measure

Remarks

1. Average Ridership (Before): During the implementation period from 16 Oct 2022 – 30 Sep 2023.

2. Average Ridership (After Year 1): During the implementation period from Oct 2023 – Sep 2024.

3. Average Ridership (After Year 2): During the implementation period from Oct 2024 – Oct 2025.
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20 Baht Flat-Fare Measure to Reduce Travel Expenses 
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1. Average Fare Revenue (Before): During the implementation period from 16 Oct 2022 – 30 Sep 2023.

2. Average Fare Revenue (After Year 1): During the implementation period from Oct 2023 – Sep 2024.

3. Average Fare Revenue (After Year 2): During the implementation period from Oct 2024 – Oct 2025.

イエローライン開業によるCO2排出量削減効果（パナパットチーフの講演資料）

YYee lllloo ww   LLiinnee   

Project Scenario: Emissions from Project Implementation GHG emissions arising 

directly from electric railway operations, mainly from electricity consumption.

Grid Emission Factor (EFEC,PJ,y): 0.468 tCO2/MWh

Net GHG Emission Reductions (ERy):

    Emission reductions are calculated by subtracting Project Emissions (PEy) from Baseline    

    Emissions (BEy).

Crediting Period: 7 Years

     Cumulative GHG Reductions: 248,458 tCO2eq
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・デジタル算定ツールの活用および契約条件・調査方法の工
夫が、今後の鉄道分野におけるカーボンクレジット活用に
おいて重要である。

5．質疑応答
◇脱炭素技術について
Q：最も有効な脱炭素対策は何か、経済性も考慮すべきか。
A（千田室長）：単一の解はなく、路線や地域条件に応じて、
バッテリー、水素、バイオディーゼル等を組み合わせることが
重要である。技術面と経済性の両立を図るべきである。
Q：電化率が低いタイはどの技術を選択すべきか。
A（千田室長）：列車本数が多い区間では電化に経済性が成立
する可能性がある。一方で、多くの区間では、非電化のまま
ハイブリッド、バッテリー、水素等を活用した脱炭素化が合
理的である。
◇燃料・クレジットについて
Q：バイオディーゼルのコスト競争力と、タイで活かせる点
とは。
A（千田室長）：現状では軽油より高価であり、本格的な普及
には課題がある。一方で、設備投資を伴わずに燃料転換が可
能であり、非電化路線の脱炭素化に向けた第一歩として有効
である。
Q：カーボンクレジットの期間が７年であり、ベースライン
のパターンが毎年変わる理由とは。
A（DRT）：７年は、TGOの規則において事業が安定段階に
入る期間として設定されている。ベースラインについては、
交通行動の変化を反映するため毎年再調査が必要である。な
お貨物分野のクレジットについては、現時点では規則が未整
備であり、今後の検討課題である。
Q：海外向けクレジットであるプレミアムT-VERの購入国とは。
A（DRT）：現在は登録および審査段階にあり、発行や国際取
引の実績はまだない。
◇運賃施策・効果について
Q：PM2.5対策としての運賃無料化は鉄道とバスの両方が対
象か。
Ａ（DRT）：対象期間中は、都市鉄道および路線バスの双方を
無料とした。
Q：運賃無料化はPM2.5低減に効果があったか。
Ａ（DRT）：一定の改善は確認されたが、農地の野焼きや周辺
国からの越境汚染の影響が大きく、運賃施策単独による効果
は限定的であった。
Q：20バーツ政策および40バーツ定額運賃施策の期間と内
容とは。
Ａ（DRT）：20バーツ政策は2023年10月に開始し、２年
ほど継続している。40バーツ定額運賃施策は１日の上限運賃
制度として2025年12月１日に開始し、１年ごとに検討・
更新する。
Q：20バーツ政策による収益減への対応とは。
Ａ（DRT）：政府と事業者との契約に基づき、収益減は政府が

補填することを前提に、閣議承認の上で実施している。
◇政策・体制について
Q：グリーン施策に対する国土交通省の支援とは。
A（小林課長）：省エネルギー車両やハイブリッド車両導入に
対する税制優遇措置や、バイオディーゼル開発に対する国費
補助を実施している。
Q：TGOの所管と位置付けとは。
Ａ（DRT）：資源・環境省所管の独立機関であり、分野横断的
にカーボンクレジット市場を推進している。
◇市民意識について
Q：市民の脱炭素に対するコスト負担意識の状況は。
Ａ（DRT）：植林や再生可能エネルギーなど市民参加型の取組
は存在するが、全体としては初期段階である。モーダルシフ
トは、市民参加を促す有効な手段の一つである。

6．閉会挨拶
奥田 哲也　運輸総合研究所 専務理事・AIRO所長【共同議長】
・今回は、「鉄道の脱炭素化」について、制度・政策・事業・

技術の各観点から日タイ双方の取組と課題について有益な
発表と議論を実施できた。

・国土交通省およびDRTからは、鉄道を運輸部門の脱炭素化
を牽引する中核的モードと位置づけ、車両・インフラ・運
営を一体のものとして段階的に進める考え方が示された。

・日本側は水素利活用やバイオディーゼル等の事例、タイ側
は運賃政策によるモーダルシフトとカーボンクレジット活
用を紹介し、行動変容を含む総合的な脱炭素アプローチを
共有できた。

・本ワークショップを通じて実務レベルの協力が一層深化してい
くことを期待するとともに、次回以降も引き続き議論を行って
いきたい。次回のテーマについては、タイ側の要望を踏まえ

「鉄道と観光」を候補とし、今後も相談を重ねていきたい。

アティプー・チットラヌクロ　�  
� タイ王国運輸省鉄道局（DRT）次長【共同議長代理】
・日タイ双方が「鉄道分野の脱炭素」をテーマに、政策戦略、

技術、運賃政策、カーボンクレジット制度に至るまで、幅
広い情報と知見を共有できた。

・水素エネルギーや代替燃料の活用、モーダルシフト促進の
ための運賃施策、鉄道分野におけるカーボンクレジット取
引など、多角的な取組について理解を深められた。

・これらの取組は、タイの鉄道インフラおよび運営をより環
境配慮型のものとしていく上で重要な示唆となった。

・さらに、国際的な基準や潮流を踏まえた、持続可能なカー
ボンニュートラル実現に資する知見が共有された。

・今後も、DRTとAIROの協力関係が、日タイ両国の鉄道分
野の持続的な発展を支えていくことを期待する。
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（中華街）最寄りのワットマンコン駅は中華風の装飾が施され
るなど、沿線観光地を想起させる地下空間となっている。あ
わせて、サナームチャイ駅からワットマンコン駅まで実際に
乗車し、駅空間と車内動線を含めて確認した。

最寄りの王宮を意識したサナームチャイ駅構内

SRTマッカサン駅構内のマナーポスター

フアランポーン（バンコク）駅の展示車両

新設の中央駅に隣接する旧来のバンスー駅

ワットマンコン駅構内の中華風装飾

SRT普通列車

観光列車（後ろの車両は日本の寝台列車を使用）

行商の女性が多く乗車

■現地調査
◇１月20日　MRTブルーライン駅視察および乗車

１月19日の意見交換の際に、アーコム研究アドバイザーか
ら紹介のあった、意匠性の高いMRT（都市高速鉄道）の駅を
視察した。ワット・ポー（涅槃寺）および王宮最寄りのサナー
ムチャイ駅は王宮をイメージしたデザイン、ヤワラート地区

◇１月21日　SRTおよびMRTブルーライン視察
マッカサン駅～フアランポーン駅、ならびにフアランポーン

駅～バンスー駅の区間において、SRT（タイ国鉄）の普通列
車に乗車した。新設されたクルンテープ・アピワット中央駅に

集約されていない、古典的な客車列車の運行実態を視察した。
あわせて、バンスー駅からスクンビット駅までMRTブルーラ
インに乗車し、都市鉄道との接続状況や利用環境を確認した。
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